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モデル事業名 「鉱石の道」産業遺産エコ・パーク地域マネジメントプロジェクト 

活 動 団 体 名 特定
とくてい

非営利
ひえいり

活動
かつどう

法
ほう

人
じん

いくのライブミュージアム 

ホームページ 
http://www.ikuno-akindo.com/live_museum/index.html 
 

所属／ 

担当者名 
生野町商工会 三浦 健太（いくのライブミュージアム会員） 

連絡先 
〒679-3301 兵庫県朝来市生野町口銀谷512番地 生野町商工会 TEL 079-679-2233 
ikusho-2@helen.ocn.ne.jp 

活 動 地 域 
兵庫県
ひょうごけん

朝来市
あさごし

生野町
いくのちょう

（中核地区：口
くち

銀
がな

谷
や

地区
ち く

） 

● 活動地域の概要 

兵庫県朝来市生野町はかつて「佐渡の金・生野の銀」といわれた全国屈指の鉱山町である。口銀谷地区には6集落が

あり、人口1,905人、709世帯、高齢化率29.6％となっている。（平成20年住民基本台帳） 
 生野鉱山の開坑は807年といわれ、江戸時代は天領として、明治維新後は官営鉱山や皇室財産として管理された。明

治29年に三菱に払い下げられ、以後、三菱の元で操業し、昭和48年に閉山（工場は現在も稼働中）した。しかし、生

野鉱山の閉山後、１万人以上あった町の人口は約半分以下にまで減少した。近年は、高齢者人口の増加とともに、年間

の出生届0人の集落が急増し、地域の少子高齢化が進んでいる。 
生野町には、生野鉱山の近代化産業遺産、鉱山町の面影を残す町並み、鉱山町のハイカラな生活文化や人材等が現存

し、口銀谷地区にも多くの歴史資源が残る。平成 10 年度には口銀谷地区が兵庫県景観形成地区に指定され、平成 19
年度には生野町の産業遺産が「近代化産業遺産群33（経済産業省）」に認定された。これらの取り組みを背景に、生野

町では、住民参画による保存活用がおこり、生野鉱山の歴史資源を後世に伝えるまちづくり（「鉱石の道」産業遺産エ

コ・パークの形成）を目指している。現在、町内には複数の地域活動組織があり、そのなかで、「NPOいくのライブミ

ュージアム」が鉱山町の資源を活用した観光まちづくり組織として誕生し、平成 20 年 9 月に（社）日本観光協会と全

国産業観光推進協議会が主催する第2回「産業観光まちづくり大賞」銀賞を受賞した。 
 

  
15km0

朝来市生野町
（対象地区）

兵庫県朝来市

朝来市役所

朝来市役所生野庁舎

  
【兵庫県における位置図】  【朝来市における位置図】       【鉱山町の町並みを舞台とした交流】 

 

● 活動地域の課題 

・地域の少子高齢化 ⇒ 地域文化の継承者の育成 
・市町村合併後に希薄化した地域性の再生 ⇒ NPO等を軸とした住民活動の継続実施 
 

● 活動の内容 

・平成２０年度 

①観光まちづくり地域マネジメント方策の検討 
・生野鉱山の歴史を資源に、住民参加による観光まちづくりの実現を目指し、口銀谷地区の住民活動グループや地域商

業者を集めて、今後の方針等を協議する検討会議を4回実施した。 
・観光まちづくりの事務局機能や地域体験実施団体との連携体制等の研修とし

て、北海道遺産構想推進協議会（北海道札幌市）を先進地視察した。 
②鉱山町の「食」の復刻試作 
・町内の飲食店（8店舗）と連携し、鉱山全盛時代に鉱山社宅で食べられていた

ハヤシライスを「生野ハヤシライス」として復活させ、生野ハヤシライス部会

の設立、試食体験、シンボルマークやマップ等の作成を行った。 
・地域住民と連携し、鉱山社宅の物語を資源として「食」づくりを行い、鉱山社

地域コミュニティの再生
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宅のおやつをテーマにした新商品の開発、ラベル等の作成を行った。 

③生野鉱山タイムマシン地域体験プログラムの開発 
・鉱山社宅の風景の思い出話を資源に、当時の暮らしの様子や逸話、子どもの遊び等を題材に、既存の町並み散策案内

のサイドストーリー的な地域紹介プログラムをつくり、古民家でトークライブのテスト実施を行った。 
④空き店舗活用策の検討（社会実験の実施） 
・町内の古民家の空き店舗（生野銀山まち口番所）を活用し、生野銀山まち口番所運営協議会を組織して、観光まちづ

くりの拠点整備に向けた社会実験（住民参加による定期的な地域案内）を行った。 
⑤情報発信や意見交換の実施 
・ホームページやブログ等を活用し、活動等に関する情報発信を行った。 
 

・平成２１年度 

①生野鉱山ゆかりのコミュニティビジネスの創出 
・町内の小規模就農者や加工品製造者を掘り起こし、生野銀山まち口番所を拠点

とした朝市（直販市）を開催し、高齢者及び定年退職者等の生きがいづくり、

NPOを軸とした集荷体制づくり、地域生産者と地域住民（消費者）のつなが

りづくり（直販市の開催）を行う。 
②鉱山町の歴史文化の継承に向けた古民家活用方策の検討 
・生野鉱山の地域ガイドを講師に招き、地域住民を対象とした研修会（鉱山での

仕事や町の昔話等を学ぶ）を実施し、薄れゆく鉱山町の記憶を語り伝え、鉱山

町の歴史文化の継承と地域住民の誇りづくりを通して、地域遺産を活用した地域コミュニティの形成を図る。 
・さらに受講生を「鉱山まちナビ」として登録し、古民家（生野銀山まち口番所）に配置して、リピーター型の地域間

交流の構築をめざす。 
 

● 活動の成果 

・平成２０年度 

・観光まちづくりにおいて地域のまとめ役の機能を担うことができ、市町村合併（朝来市誕生）後、生野の特性を生野

で守るという地域住民にとって大きな命題を担う団体が実績をあげることができた。 

・生野銀山まち口番所の活用（空き店舗活用）に伴い、地域住民との連携による「食」の復活、生野鉱山の歴史体験活

動等の交流機能が完成し、観光まちづくりの基盤整備をつくることができた。また、昭和の高度成長期の記憶を甦ら

すことは、生野鉱山の最盛期を知る住民に地域への愛着を再認識させるとともに、閉山後に生まれた若者たちにとっ

ても、生野鉱山の歴史を知ることで、地域に対する誇りを創出させた。 

 

● 平成２１年度 

①生野鉱山ゆかりのコミュニティビジネスの創出 
・朝市の開催（11月29日、12月27日）⇒ 名称「口番所の日曜市」 
・第1回「口番所の日曜市」⇒ 地域出展者：11名、出品数：500品以上、売上額：96,000円 
・第2回「口番所の日曜市」⇒ 地域出展者：9名、出品数：439品以上、売上額：76,000円 
 
②鉱山町の歴史文化の継承に向けた古民家活用方策の検討 
・鉱山まちナビ研修会の開催（10月31日） 
・元鉱山職員（採鉱担当）を講師に招き、生野町民 20 名を集め、坑内見学、鉱石の話、ディスカッションを行った。

参加者の大半は50代～40代（鉱山全盛当時が子どもの頃）で、当時は現場に入ることができず、今回の研修会で初

めて知った内容も多く、生野鉱山の功績（地域の原点）を学び、地域を再認識した。 
 

● 今後の課題及び展望 

・課題 

コミュニティビジネスが創出できたが、規模はまだ小さく、生野銀山まち口番所での収益事業への転化には、まだ時間

がかかると予測される。特に、出展者の拡大、集出荷を担う人材の育成、販売促進活動等が重点的な課題であり、持続

的実施に向けて、これらの課題解決が必要である。 

 

・展望 

NPOがリーダーシップをとり、地域の住民活動等ともに、自立できるコミュニティビジネスの実施をめざす。 

 

 

33



 

モデル事業名 丹後七姫小路による旧花街の活性化事業 

活 動 団 体 名 みやづ新浜まちづくり組合 

ホームページ  

担 当 者 名 担当者氏名 土 井 和 也 

連 絡 先 電話番号、0772-22-3400   E-メールアドレス doiroku-315@joy.ocn.ne.jp 
活 動 地 域 京都府宮津市・新浜 

● 活動地域の概要 

地域の状況 

人口の現況と推移     

 昭和30年 昭和55年 平成17年 平成20年(12月末)  

人口 36,200人  28,881人  21,512人 21,175人  
高齢化率   7.5 %  15.0 %  32.5 % 33.2%  
就業の状況     －   15,595人  10,411人         －  

産業の状況 

   産業構造は平成13年時点サービス業(33％)卸小売業(33.5％)建設業(10.7％)製造業(10.5％) 

             平成18年時点サービス業(38％)卸小売業(29.4％)建設業(10.8％)製造業 (9.8％) 

   基幹産業は観光業で、260万人の観光客を集めるが、観光消費単価の引き上げが課題である。 

公共交通の状況 

   鉄    道 「宮津駅」ＫＴＲ 北近畿タンゴ鉄道(株)  新浜地区まで徒歩15分 

          特急列車上下20本（1日）普通列車上下88本（1日）運行 京都駅まで2時間 

   バス、汽船   丹後海陸交通(株) 路線バスを運行  船は宮津～天橋立（文殊）6本 

 

         
 【位置図】    新浜地区  

 

● 活動地域の課題 

 京都府北部の丹後地域は、天橋立などの景観と松葉ガニ料理により、年間580万人の観光客を集める。宮津は、丹後

半島観光の拠点であるが、年々人口を減らし、少子高齢化の進展により活力を失いつつある。 

 数年後の京都縦貫自動車道全線開通によるアクセス改善効果により、京都の奥座敷としての宮津の効用が高まること

が予測され、丹後の歴史・文化を求める旅の玄関口としての需要増も見込まれる。 

 宮津の観光産業の課題は“天橋立股覗き”だけで移動する等、滞在時間が短いことである。結果、観光客が一日当た

りに消費する観光消費単価が低くなるため、新たな観光メニューの提供が必要となっている。 

 この課題に対応するため、かつて宮津で繁栄した花街「新浜文化」の観光資源化を試み、花街経営で培われてきた 

「おもてなしの心」で、新しいニーズの受け皿として位置付け、新浜文化を体感できる場として新浜の再生を進める。

 

● 活動の内容 

・平成２０年度 

① 空き店舗を利用したモデル館の運営 

   花街の風情を残した空き家をモデル館と位置付け、活動の拠点施設として運営。 

② 人材育成（若女将、伝統楽器奏者）事業の実施 

観光客を迎える「おもてなしの心」を養成するための講座や、伝統楽器奏者を養成するための三味線講座、 

小太鼓講座を開催。 

③  集客事業の実施 

    花街文化の演出空間をつくることで、地域住民と外来客との交流の場を創出するため、集客イベントや空き 

店舗・空きガレージを利用した特産品等を販売するマーケットを実施。 

新浜の現況と空き家 
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④  キャラクター・シンボル商品開発 

    丹後地方にゆかりのある７人の女性「丹後七姫（安寿姫･細川ガラシャ･間人皇后･羽衣天女･小野小町･乙姫･ 

静御前）」を特産物のブランド名として活用を図っていくため、キャラクターや新たな商品を開発。 

・平成２１年度 

①  伝統文化の継承及び集客イベントの実施 

②  七姫商品の開発・選定及び販売に向けた丹後広域における連携活動の実施 

③  新浜アクセス計画の研究と空き家状況把握調査の実施 

● 活動の成果 

・平成２０年度 

集客事業の実施により、地元住民の意識の変化がみられた。これまで地元では、来客が減っても集客への取り組み

意識が弱かったが、イベントの実施により地域一体となった協力体制を生み出すことに成果をあげた。 

人材育成事業では、宮津の歴史や文化を観光客に紹介できる人の養成のための講座を実施した結果、これまで地元

住民が見過ごしてきた地元の魅力を再発見することができた。また、伝統楽器奏者の養成では、楽器奏者としての研

修だけでなく、新浜の歴史や魅力を知る新たな人のつながりが生まれるとともに、受講生が文化交流の担い手として

育ちつつある。 

以上のことから、地域の多様な主体との協働により、丹後文化を集めて観光資源化し、地元の自立に繋がる活動の

ための人的ネットワークと住民のやる気が生まれ、新たなコミュニティの創生に有効であった。 

□おもてなし講座の開催（10/12･11/12･11/26） 

  参加者 170名 

□伝統楽器奏者養成講座の開催 

 ・三味線講座 延べ９回 参加者２７名 

 ・小太鼓講座 延べ11回 参加者４５名 

□集客イベントの開催 

・太夫道中、ナイトバザール等の実施 来場者 約1,100名 

・花街ピント祭りの実施 来場者 約800名 

（同日、宮津ならではの食と物産の祭典「楽食楽宴」の実施（共催事業）） 

 

●平成２１年度 

①  伝統文化習得講座（唄・踊り、三味線、小太鼓）を新浜地区内の建物を借用し開催。 

○ 講座実施期間 10月上旬～翌年２月（毎月第１～３土、日、月曜日）  講師３名  受講者 ２９名 

②  伝統文化映像記録の作成 

  新浜地区の花街文化承継のため、元芸者による伝統文化（唄、踊り、三味線、小太鼓）の実演や新浜地区の 

歴史的な事柄や当時の話題などの懇談を記録する。 

○ 映像記録撮影期間 ９月下旬～２月  

  ＊第１回映像記録撮影日 ９月２３日 

○ 撮影場所 市内の旅館  

○ 撮影者 宮津メディアセンタースタッフ 

○ 協力者 立命館大学/京都府立大学 

③  地元高等学校での伝統文化習得講座の開催（２月予定） 
④  空き家状況調査の実施（２月予定） 

 ⑤  伝統文化習得発表会及び体験実習会の開催（２～３月予定） 

●今後の課題及び展望 

・課題 

○ 活動を継続していくための拠点場所の整備（地区内の空き家活用） 

○ 高齢者の指導による若い世代への花街文化（おもてなしの心、唄、踊り、三味線、小太鼓）の伝承と普及 

○ 地区内の空き家、空地の状況調査と新浜地区へのアクセスの推進と提案。 

○ 丹後の歴史・文化を求める旅行者等へのＰＲ及び定住を促進する空き家の活用と情報発信。 

・展望 

現在、新浜地区内では、本事業と並行して、風情ある景観を保全していく取り組みや、まちなか歩きを誘導する集

客事業などが展開されており、かつて花街として繁栄した情緒ある新浜の再生に向けて、地域の気運が徐々に醸成さ

れてきている。今後においても、これらの取り組みとの連携を一層強化し、丹後の玄関口として、花街文化の再生に

よる新たな魅力発信とコミュニティの創生に取組む。 

 

 

 
（宮津踊り稽古風景） 

 
おもてなし講座 伝統楽器習得講座 

（映像記録撮影） 
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モデル事業名 「文化伝統等地域資源を活用した持続可能な地域の形成」-万葉の文化と風土に親しみ、ふるさと

おこしに活かす紀伊万葉顕彰事業- 

活動団体名 紀伊万葉ネットワーク 

ホームページ 
http://（活動団体のＨＰのアドレス） 

 

所属／ 

担当者名 
担当者氏名（お問合せ先）事務局長 木村哲也 

連絡先 TEL・FAX ０７３６－２２－２９５３ Ｅメールアドレスakaneya-tetsu@kit.hi-ho.ne.jp 

活 動 地 域 和歌山県伊都郡かつらぎ町笠田地区 

● 活動地域の概要 

集落の数：９大字 

集落毎の人口世帯数の現状推移：(96-07年)世帯数235戸が増え人口2,125人減 一人暮らし増 

高齢化率：Ｈ21年3月末で32.1%に達しており、中には49.6%の大字もあり、最低大字でも28.6%に達している

（かつらぎ町全体では30.7%）。 

年齢別人口の現状推移：05年で年少人口28.6％生産人口59.5％年少人口11.9％いずれも年々減 

就業割合 05年で第１次産業26％第２次22.4％第３次51.1％第２次産業やや減少傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 活動地域の課題 対象地域では、若年層の都会志向と教育・就労環境等の要因による人口流出や地域の高齢化

により、耕作放棄地が目立ちはじめ、後継者問題等、主な産業である農業への影響が懸念されているが、具体的な

問題の把握には到っておらず、その実態把握と今後への対応策が大きな課題となっている。 

他方、昨年の総合調査の中で、地域内の個々の取り組みやその存在についての情報が共有されていない実態が判

明し、個々の取組みを総合的に取りまとめ、発信する枠組みが必要であるとの指摘が出されて、その組織化が課題

となっている。 

◎ 活動の内容 

平成２０年度 

● 現地学習会・朗唱会・指導者講習講座の開設・実施(啓発活動) 

第３回紀伊万葉ウォーク(藤白・和歌浦)の実施 

● 万葉故地の総合調査（文化風土及び古代産業調査） 

   一般的な啓発・調査活動で地域の再生を意図する「新たな 

公」としての目標、着地点が見えない状況で終始 

平成２１年度 

1,紀伊万葉の文化・風土についての啓発事業 

郷土の文化・風土への理解や農業への関心を深め、希薄化す 

る郷土意識を育む土曜講座・啓発学習会・地域学習会を実施 

・土曜講座『紀伊万葉の世界に学ぶ～｢地域｣に活きる万葉をめざして』 

   10月3日｢さあ、紀伊万葉の世界へ」 

11月7日｢紀伊万葉の前史｣ 

12月5日｢紀伊万葉をささえた道と文化と歴史｣ 

1月9日｢あさもよし紀伊万葉に遊ぼう｣ 

2月6日｢ふるさとの再生｣ 

   3月6日｢紀伊万葉文化の継承と定着のために｣ 

耕作放棄地 妹背山麓竹林 
かつらぎ町笠田 

和大土曜講座１０回「 紀伊万葉をささえた道と文化と

～南海道、熊野古道～ 講師 藤白神社宮司吉田昌生 
12月5日生涯学習教育研究センター 
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2,「新たな公」笠田再生会議(仮称)準備会活動  

 主題『若者が定住し活気と文化を取り戻すふるさとづくり』 

☆笠田再生基本的方向(素案)作成中 

   ①万葉風土・景観を活かした風土産業を創出し、笠田再生のまちづくりを企画・推進実施する。 

   ②その為、万葉歌枕「妹背山」周辺の風土・地域資源を「地域の宝物」として誇る住民啓発と、より磨き輝

かせる住民運動を地域ぐるみで推進する。 

③特に、万葉植物・観光農園・歴史文化遺産等を訪ね歩き、楽しめるハイキングコースを設定し、いろんな

人々の往来するまちづくりをすすめる。 

④みんなの知恵を集め地域資源を活かした地域ブランド・生業を創出し、若者が定住できる笠田に再生する。
○「古代人が歩いた妹背山ハイキングコース」のマップ作成と整備 

《さまざまな人々の往来する故郷づくりを目標とする》 
楽しめるハイキングコース設定 (①草木花に親しみ ②ロマンと謎を秘める文化歴史を確かめ ③風
土を活かして輝く農業の魅力を体験し生産の喜びを共有するコース) 

○啓発資料の作成 ハンドブック「万葉草花木」・「ふるさと笠田」等作成 

○地域資源を活かした研究グループの結成 「地域資源の把握とふるさと再生に活かす自主研究」 

これは何－センダン(栴檀)－これは万葉の木－苦い－薬に成るらしい－若い人の生業に繋がらないか 

荒れ畑に群生する竹もー利用したら宝物になるでーあの人はノウハウ持ってるーこれこそ生業に 

…耕作放棄地の実態調査も大事だが自然の営みを活かす事を考えよう…自然の森づくり 

焦らず地域資源を見直す、何かヒントが見つかる。例えば水資源… 

○万葉草花木いっぱい運動企画グループの結成 

 草花木、一本よりも多く集まったらすごい魅力に－木の実で苗木育てる－皮剥いて蒔く(年寄りの知恵)

  

● 活動の成果 

・平成２０年度 

   『あさもよし紀伊国「ふるさとの万葉故地に遊ぶ」』の発刊、星林高校等の 

現地学習・実践により、啓発活動の必要性が認識され活動の範囲が拡がり 

次年度も、市民対象の和歌山大学「土曜講座」開催に至っている。 

● 平成２１年度 

□ 笠田地域で、危機的な将来展望を考え、自主的に「笠田再生の中・長期 

計画を立案・実践する組織化」の論議必要性が芽生えてきたこと 

□ 意識調査 12月21日笠田高校全校生徒実施集計し分析中 

□ 地域資源をふるさとの再生の動きの中で、具体的に活かすべき地域資源が 

見え始め自主的研究グループが組織化しつつあること。 

□ この動きを支援する専門家(地域経済学・農業経済学・文芸学等)の指導体制 

ができつつあること。 

  □ かつらぎ町も行政情報の積極的提供等支援協働体制確立 

△ 農地休耕地等調査、農業センサスと併行して、かつらぎ町が調査予定。 

△ 農地法の改正に伴い、かつらぎ町全域農地取得要件(下限面積)2反に12月15日から施行され 

就農条件が緩和されたこと。 

● 今後の課題及び展望 

・課題 

      モデル事業で生起する地域・行政課題を、地方財政の厳しい状況にある地方自治体と「「あらたな公・

笠田再生会議(仮称)」との協働体制を如何にシステム化出来るのかが緊要な課題である。     

      当面、「新たな公」協働提案の立場で、関連行政情報の提供依頼と行政課題としての提案要望を如何

に具体的にシステム化するかを協議中である。 

・展望 

      地域資源を活かした地域の自主的団体「笠田再生会議(仮称)」の創設を平成22年度中に結成したい。

△地域資源を活かす地域の自主的研究活動を持続のため組織化したい。 

△年一回定例的全国版ウォークイベントを開催し地域ぐるみで元気なふるさとづくりの意識の高揚を

図りたい。 

△地域資源を集約して「着地型観光」の企画・提案・案内活動を地域に定着させたい。 

 

 

万葉草花木集の１ページ
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モデル事業名 西播磨の自然を活かした集落活性化モデル事業 

活 動 団 体 名 西播磨
にしはりま

生き生き
い き い き

街道
かいどう

活性化
かっせいか

協議会
きょうぎかい

 

ホームページ http://shiso-sns.jp/  http://sayo-chi.jp/  

所属／ 

担当者名 
しそう観光協会会長 寄川靖宏 

連絡先 ０７９０－７５－２０７５  yorikawa@kza.biglobe.ne.jp 

活動地域 兵庫県 宍粟市
し そ う し

 山崎
やまさき

地域
ちいき

、一 宮
いちのみや

地域
ちいき

、波賀
は が

地域
ちいき

、千種
ちくさ

地域
ちいき

，佐用町
さようちょう

 豊福
とよふく

集 落
しゅうらく

、金子
かなご

集 落
しゅうらく

 

● 活動地域の概要 

○宍粟市、佐用町は、兵庫県の北西部に位置。京阪神大都市圏から2～3時間程度の距離にあり、そのほとんどを森林
が占める典型的な中山間地域である。 

○人口の流出が顕著で、過疎化が進んだ地域になっており、集落そのものの維持が困難になっている地域も数多くある。
 ※10年前と比較した経済指標（8年度／18年度） 
   宍粟市 人口 90.6％ 実質市町内生産 93.6％ 年間消費販売額78.6％ 
   佐用町 人口 89.9％ 実質市町内生産 89.2％ 年間消費販売額76.2％ 
 ※高齢化率 
   宍粟市 26.7％ 佐用町 31.0％（兵庫県平均 20.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

          【位置図】     【維持が難しくなりつつある佐用町の棚田】  【山の中に点在する宍粟市の集落】 

● 活動地域の課題 

○人口減少が激しい小規模集落（限界集落）において、大学生などの次世代の担い手を中心にすえ、自然・文化などの

地域資源を活かしながら、交流訪問に加えて、地域SNS、インターネットテレビなどの ICT ツールを活用した交流

により、常時、お互いの顔が見え、つながりを意識できる持続可能な交流をめざす。 
○平成20年度に、兵庫県内の地域SNS主宰者が「地方の元気再生事業」の採択を受け、地域SNSを活用したバーチ

ャルな交流と都市部の若者とのリアルな交流を織り交ぜた事業を実施し、先導的な取り組みとの評価を受けた。この

取組みの中で、農村部においては、都市部と一過性でない交流を図り、交流に農村部の若者（高校生など）も巻き込

むことで、過疎が進展する中でも「誇り」に思える地域づくりを進めていくことが大事であるとわかった。 

● 活動の内容 

・平成２１年度 

（活動1）地域資源を活かした交流の促進 
平成20年にしそう観光協会が中心となって選定した「宍粟50名山」を、ハイキング大会などの開催で都市住民と

の交流に活かす。また都市住民からの意見も聞きながら、山に関係する地域資源の掘り起こし、「いつでも誰でも活

用できる」きめの細かい登山道を記録した電子マップの整備を行う。 
（活動2）若者が地域のことを「誇り」に思う地域づくり 

都市部の大学生・高校生と、農村部の高校生（大学生がいないため高校生となる）による交流事業により、若者が

自らの暮らす地域の良さに気付き、暮らす地域に「誇り」に思うことができるようにする。交流訪問に加えて、地

域SNS などの ICT ツールを活用することで、距離が離れていても、常時、お互いの顔が見え、つながりを意識で

きる持続可能な交流をめざす。 
（活動3）小規模集落の活性化、情報発信活動 

小規模集落（限界集落）との具体的な交流を通じて、都市住民や若者の目から見た地域資源を発掘するともに、小

ロットでも販売が可能な地域SNSモールを通じて販売することにより、集落の活性化を図っていく。 
また野生動物（シカ、イノシシなど）被害への理解を都市部に深め、野生動物の駆除後の利活用を都市部―農村部

の連携により行うことで、農村部の集落活性化につなげる。 
 

宍粟 

佐用 
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● 活動の成果 

● 平成２１年度 

（活動1）地域資源を活かした交流の促進 
神戸・明石・姫路より宍粟50名山にハイキングするバスを、11月より毎月第2水曜日に運行。1回50名定員で、

参加者はのべ 200 人を見込んでいる。このハイキングで歩いたコースを、電子マップ、GPS ナビを用いて記録し

ており、GPSデータを付与した写真とのリンクも検討中である。 
また山岳ガイドに地元住民を加えることで、都市部－農村部交流につなげるとともに、ハイキング中の会話から都

市部住民の意見を収集し、山に関する地域資源の発掘を行っている。 
（活動2）若者が地域のことを「誇り」に思う地域づくり 

宍粟では、関西学院大学生がフィールドワークを 2 回行いのべ 30 名が参加。その成果として、若者視点による観

光マップ「デートコースマップ」を地域 SNS 上に作成している。この過程で、地元の人も忘れていた縁結びの神

（神社）が発掘された。今後は、宍粟市内のデートコースについて、山崎高校生にアンケートを行うことで、活動

への山崎高校生の巻き込みを図るする予定。 
佐用では、佐用高校生徒会6名の復興への想いを、市立伊丹高校生（地元伊丹にて、商店街活性化活動に全校で取

り組んでいる）、関西学院大学生、総勢15名で取材。交流を通して佐用高校生が、「佐用にレジャー施設は不要」「あ

いさつこそ佐用の誇り」などの気付きを得た。この意見はビデオ収録の上、佐用町復興計画検討委員会に提出し好

評を得ている。 
どちらとも、地元高校生が都市部の若者と交流することで、自分の地域の良さに気付き、地域のことに目を向ける

きっかけになったと、各方面から非常に高い評価を得た。 
（活動3）小規模集落の活性化、情報発信活動 

佐用町金子集落で捕獲した鹿を、伊丹のレストランが看板メニューとして提供。すでに毎日新聞夕刊や、KANSAI 
Walker など 5 回マスコミに取り上げられ、佐用、伊丹双方に経済効果を生んでいる。レストランの常連客が佐用

町金子集落に訪問する事例もあった。 

また宍粟市波賀地区名産品を、地域SNSモールで販売中。都市部にファンを定着させている。 

 

 

 

 

 

 

 

【宍粟50名山ハイキング】 【関学生の宍粟ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ】  【佐用高校生取材】  【伊丹ﾚｽﾄﾗﾝ記事（毎日新聞）】

 

● 今後の課題及び展望 

・課題 

宍粟、佐用は8月の水害により甚大な被害を受けた。 
そのため、集落活性化のための都市部－農村部交流は、被害を受けた農村部の受け入れ態勢が整わず、プログラム

の見直しなどが必要になった。 
一方で、これまでのつながりが縁になって、関西学院大学の大学生が復興の一役を担うことができた。 
都市と農村の高校生との交流もはじまったばかりだが、この活動を一過性に終わらせず、継続的に実施していくた

めの工夫が必要である。 
 

・展望 

地域SNSを活用した都市部－農村部交流は、両者のつながりの継続に非常に役立ち、このつながりから様々な取

り組みが我々も想定しないようなところで生まれている。そのために多岐にわたる波及効果も生じており、今後と

もこの流れを継続したい。 
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モデル事業名 メディアを通じた中山間地域の出会い・交流創出プロジェクト 

活 動 団 体 名 特定非営利活動法人 メディアネット宇陀 

ホームページ http://medianetuda.jp 

所属／担当者名 運営委員・CATV番組制作部長 高見省次 

連絡先 TEL 080-3034-1229 Ｅ－メールアドレス faith.in.you@kcn.jp 

活動地域 宇陀市 

● 活動地域の概要 

 宇陀市は奈良県の中山間地域、大阪と名古屋の中間に位置する

高原のまちであり、平成１８年１月１日に合併によって誕生 

 交通の利便性に恵まれながら、人口は減少の一途を辿り、高齢

化と過疎化による集落機能の維持が困難な地区や、耕作放棄地

など自然環境の荒廃の進む地区が増加 

総人口；平成７年までは４万人前半台で推移→平成 12 年には

４万人台を割り込む→平成17年37,183人（国勢調査） 

年齢構成；平成７年を境に老年人口比率が年少人口比率を上回

り、平成17年には老年人口比率26.0％、年少人口比率11.4％

と急速に少子高齢化が進展 

● 活動地域の課題 

 市内には、国宝室生寺や重要伝統的建造物群保存地区・宇陀松山といった1級の歴史資源のほか、高原の豊かな自

然を土壌とした伝統と特色ある農林畜産資源を有しているが、それらが地域の活力再生にあまり活かされていない

 素晴らしい資源を有しているにも係らず、住民がその価値やそこでの営みを認知しておらず、また個々の活動が

「点」に留まっている。 

 地域の実情を伝え、シーズとニーズを結び付けられる人材が不足している。 

● 活動の内容 

・平成２０年度 

 平成20年11月から宇陀市CATV自主放送が開局するのに合わせ、住民が自らの手で、知られざる宇陀各地の人と

資源とその魅力を、地域メディアを通じて生き生きと発信し、新たな出会いや交流を創出しようと、NPOを立ち上

げ活動を開始した。20 年度は、事業を実施するためのシステムづくりを試行錯誤しながら進めた。組織作りに始

まり、ボランティアや有償スタッフなど人員・人材確保に努め、資金集めやビジネスプランづくりを行った。 

 CATV 番組制作については、宇陀市と協力して、情報収集→企画→取材・撮影→編集という一連の流れを繰り返し

て番組制作の要領やスケジュールを確立し、毎月２番組を市内約12,000世帯向けに放送した。ホームページを開

設し、番組を動画公開するとともに取材情報を文字や写真で随時アップデートし、市外に発信した。また、ホーム

ページを使って都市部住民にWebアンケートを行い、宇陀市のイメージや交流を行うための希望などを調査した。

・平成２１年度 

 番組制作のシステムが概ねできあがったことを受け、21年度はコンテンツの充実に努めた。 

 取材・撮影対象として、地域の伝統行事や歴史文化、観光スポット、住民主体の様々な催しやまちおこし・村おこ

し、農産物ブランド化など産業活性化の取り組みなどを取り上げた。合併した4町村のいろんな話題をバランスよ

く取り上げ、域内の情報共有化や住民の一体感の醸成を図った。 

 ホームページは、より見やすくタイムリーでインパクトのあるものにするべく、デザイン、色合い、構成などリニ

ューアルを実施中。また、地域ミニコミ紙と連携して、メディアネット宇陀の取材記事や番組表を掲載するなど、

CATV、インターネット、紙の多様な媒体を組み合わせたメディアミックスを進め、より効果的な情報発信のしくみ

づくりにも取り組んでいる。 

 

間伐されず放置されたままの森林

深刻な鳥獣被害と損なわ
れる生活環境・里山景観 
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● 活動の成果 
・平成２０年度 

 第1に、まちの情報発信力を強化することができた。地方分権時代に突入してまちづくりも競争となり、地域資源
のＰＲはいっそう重要になっているが、宇陀市にはマスコミの記者も常駐しておらず、まちの情報発信が脆弱だ。
こうした状況では地域メディアが重要であり、市がデジタルCATV網を敷設する機会をとらえ、地域メディアの強
化を図ってきた。本モデル事業を活用して、情報量が圧倒的に大きい動画による情報発信を、住民主導で継続的に
行っていく基礎ができた。 

 第2に、住民のまちづくり活動をバックアップできた。まちの活性化に大切なのは、
住民のさあやるぞというモチベーションであり、ローカルテレビは主催者のやる気を
大いに後押しできることがわかった。例えば、黒豆作りに情熱を傾ける農家の人々の、
ブランド化に向けたＰＲイベントを番組にして放送したところ大いに喜ばれ、売上も
伸びて市や県も黒豆を宇陀の特産物にしていこうと動き始めた。また、過疎の村を何
とか活性化したいと始まった村おこしのイベントを取り上げたところ、主催者は大い
に喜んで、来年に向けてさらに士気が上がった。「まちで頑張っている住民を応援す
る」ことが、今後も私たちの活動の原点になる。 

 上記活動の成果として、メディアネット宇陀の番組制作に対し、市や住民、催しの主催者などから一定の評価を得
た。その結果、21年度から番組数をこれまでの月２番組から４番組に増やしてほしいと市から要請があった。 

● 平成２１年度 

 前年度に続き、CATV 番組制作でまちの様々な話題を取り上げた。放送を重ねてきたことで、視聴率も上がってき
た感があり、住民からの反応が伝わってくるようになった。例えば、昨年10月に始めた「サークル紹介」という
コーナーで取り上げたタップダンスのサークルからは、放送を観て新人が入ったとの喜びの声をいただいた。取材
を依頼してくる団体も少しずつ増えてきた。 

 最近の番組では、視聴者とのコミュニケーションを活発化するため、クイズやプレゼントなどを取り入れている。
お店のＰＲ番組をしたところ、放送を観ての問い合わせや予約があったと喜んでいただいたり、温泉のPRに際し、
塩サウナをキーワードにスタンプが 3 倍もらえる特典をつけて放送したところ、口コミで広まったこともわかっ
た。傷ついた犬の里親探しの番組を放送したところ、多くの問い合わせがあり、たまたま倒産したブリーダーの宙
に浮いた犬10匹ほどを処分場ではなく里親に引き取ってもらうことができた。地域メディアとして何ができるか
を常に考えながら企画を行うよう努めている。 

 インターネットによる動画発信も少しずつ効果があがってきた。ホームページ立ち上げ時には、宇陀出身で現在遠
方にお住まいの方から、気になっているふるさとの様子がよくわかるとメールをいただいた。最近では、宇陀雑穀
友の会での粟や黍の収穫を取材した番組のＤＶＤの購入依頼が吉野から来たり、番組に登場するレポーターが橿原
で大阪の人に声をかけられたり、メディアネット宇陀のホームページを見ての反響が感じられるようになってきて
いる。20年度は平均一日40件程度のアクセスであったが、最近では平均50件～60件に増加してきている。さら
に見やすくインパクトがあり、情報更新がタイムリーに行えるようリニューアルを企画し、作業に入っているとこ
ろである。 

 

● 今後の課題及び展望 
・ 課題 

 動画を中心に地域メディアによるまちの情報発信の基盤整備はかなりできてきた。住民の反応も少しずつ出てきて
いる。しかし、情報発信によって多くの地域資源を発掘しまちの発展につなげていくために必要な人材や資金は、
まだまだ不足していると言わざるをえない。取材、撮影、編集など、入手した情報を整理・加工してCATV、イン
ターネット、ミニコミ紙などのメディアに載せていくという作業は、ある程度の知識、経験、熟練が求められる。
番組制作、ホームページによる発信の取材員として、今後どの程度住民参加が得られるかが課題である。また、放
送には一定の技術レベルが求められるため、すべてを無償ボランティアで運営することは難しい。事業を継続し、
発展させていくためには、有償スタッフの人件費を始め制作費をまかなうための運営資金をどのように調達してい
くのかが大きな課題である。 

 
・ 展望 

 コンテンツの充実に向けては、今年は平城遷都1300年にあたり、奈良県では各地で様々な催しが開催される。宇
陀市も年末年始に室生寺でカウントダウン開幕イベントが行われ、メディアネット宇陀でも12月にＰＲ番組を放
送した。引き続き1年を通して、室生寺を中心に行われる催しなどを広く取り上げ、地域の内外に発信していきた
い。また、お店紹介や産業支援のためのシリーズ企画なども検討していきたいと考えている。 

 取材体制の強化に関しては、ＩＴに精通した若手スタッフの参加できる環境作りや研修会などによるスキルアップ
の機会など人材育成のための方策を講じていく必要がある。また、情報発信の効果アップのため、引き続きCATV､
インターネット、ミニコミ紙のメディアミックスを進めていくほか、道の駅や子供のもり公園など域外からの来訪
者が多い施設と協力し、既存のモニターで番組を再生し、まちの最新情報を発信するような工夫もしていきたい。

撮影中のスタッフ
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モデル事業名 モノづくりのまちシティプライド醸成事業 

活 動 団 体 名 高井田まちづくり協議会 

ホームページ http://www.takaida.jp/  
所属／ 

担当者名 
高井田まちづくり協議会（高井田西公民分館内） 平井義郎 

連絡先 〒577-0066 東大阪市高井田本通４－７－１７  TEL･FAX：06-6781-3380 

活 動 地 域 大阪府東大阪市西部工業集積地区 

● 活動地域の概要 

大阪市との境界、国道 308 号、府道大阪枚岡線に凡そ囲まれる工業地域で、面積は約 160ha。東大阪市で最も工業集

積度合が高い。地域内には約10,000人が住み、1,000あまりの製造業企業が立地、約8,000人の従業員の方々が働く。

 

 

 

 

 

 

 

 

        【位置図】          【中小企業が立ち並ぶ高井田のまちなみ】    【工場跡地が住宅に転換】 

● 活動地域の課題 

○地域の担い手の減少、コミュニティの衰退 

 西部工業集積地区は、日本を代表する工業地域でありながら、人が住み、地域活動の盛んな地域である。しかし、

その担い手・牽引役を務めていた町工場主や商店主が事業を閉鎖する、高齢化が進む、または地域に住まず地域と縁

のない企業が増加するなど、従来の職住一致または職住近接のコミュニティは崩壊の危機にある。工業集積としての

産業立地需要は依然非常に高く、地価も最近2年で倍になるほどであるが、ここ15年で人口3割減、事業所2割減、

従業員数3割減と、地域を支える担い手が激減している。その結果、住と工の間でのトラブルが発生したり、元気な

企業が転出したり、地域への誇りや愛着が希薄になっている。 

○家業の後継者難、技術の途絶え 

 西部工業集積地区には金属・機械をはじめ多様な製造業業種が集積し、オンリーワン企業も多く存在する。機械や

技術の高度化が進んでいるが、今まで親方職人から継承された技術は今の40代が最後の世代。機械設備が進歩した

現在、製造業の新規起業は困難なこともあり、日本のモノづくりを支えている家業の基盤技術産業がここ10～20年

の間に急速に失われる恐れがあり、産業集積としての地域間競争に不安が残る。 
○現場モノづくり教育ニーズへの受け皿が未整備 

 高校、特に工業高校は、地域企業への就職率向上、優秀な企業での現場体験やインターンシップを求めていること

が明らかになったが、行政や地域での受け入れ窓口がなく、有効な連携が図れていない。 
● 活動の内容 

・『高井田モノづくり体験塾』の概要 

 高井田まちづくり協議会は平成20年度より『高井田モノづくり体験塾』を開催している。体験塾の実施により、

学生がモノづくりの達人を訪問し、異質な者同士の出会いの感動を、聞き書きの手法を用いて地域内外に共有し、わ

が国を代表する産業集積の企業・達人がモノづくりを通して培ってきた価値観や地域文化を地域ぐるみで次世代に継

承し、まちへの自負の醸成、人材・技術の継承を図る。 
 

 

 

 

 

・平成２０年度 

 初年度は、『森の聞き書き甲子園』を参考事例とし、関係者のアドバイスをいただきながらプログラムの構築を行

った。プログラム構築後は参加企業の呼掛け、参加生徒募集の目処をたてるため高校へ訪問し、ヒアリングを行った。

その後、9月末から参加生徒を募集し、体験塾を実施した。実施に際しては、パブリシティ活用、協議会サイト作成、

作品集の作成などで事業の周知にも力を入れ、地域のまちへの自負の醸成を図った。 

大阪府東大阪市 

西部工業集積地区 

 

大阪府内陸部の圧

倒的な工業集積地

（色が濃い所ほど工

業が集積） 

■『高井田モノづくり体験塾』プログラムのフロー図
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・平成２１年度 

 2年目は、事業の継続性を意識し、以下の4点を新たに取り組んでいる。 
①学生が参加しやすい時期設定 ⇒オリエンテーション実施時期を早め夏休みに設定した。 
②体験塾の趣旨に賛同する学校との連携プログラム構築 ⇒高校ヒアリングで体験教育の現状を伺い、連携の可能

性を模索。布施工科高校と高井田まちづくり協議会が協力関係を築き、PTA「ものづくりフィールドワーク」を

実施し、中学校出前授業を計画している。 
③参加学生同士の交流の機会設置 ⇒参加学生と地元職人を交えたバーベキュー交流会を開催した。 
④企業協賛の可能性模索 ⇒朝日新聞社の協力を得ることが出来、募集案内を全国の工業高校、関西の高校に送付

また、聞き書き作家塩野氏との連携も強まり、塩野氏自身による高井田の職人への聞き書き及び出版が決定した。

● 活動の成果 

・平成２０年度 

○活動の成果 

参加生徒15名、参加企業21社、メディアへの掲載（朝日新聞、産経新聞、読売新聞、東大阪CATVなど）、 
高校の先生との出会い、フォーラム参加者69名 

 ○地域への効果 

・参加学生とモノづくり達人の出会いが「モノづくり・地域への誇り・自負」を生んだ。 
・上記の想いが地域に伝播し、新たな地域コミュニティの芯としての可能性が生まれた。 
・将来を担う教育機関と企業とのつながりが生まれた。 
・協議会の主目的である地域ルールの合意形成にプラスに働いた。 

 
 
 
 
 
 
 

● 平成２１年度 

○活動の成果 

参加生徒10名、参加企業22社、メディアへの掲載（朝日新聞、東大阪商工月報など）、高校の先生との出会い 

・朝日新聞社の教育関連ネットワークを活用させて頂き、参加生徒募集案内を全国の工業高校、関西の高校に配布

・前回体験塾の参加生徒が今回は聞き書きの指導者として参加する循環が形成 
・布施工科高校と新たな連携プログラムの実施・計画（保護者向け企業見学ツアー実施、中学出前授業の計画） 
・塩野氏が地域のポテンシャルを評価してくださり、高井田を舞台に取材・出版の準備が進行中 

 

 

 

 

 

 

● 今後の課題及び展望 

・課題 

 1.『高井田モノづくり体験塾』の事業継続 
   ・協力企業の確保 

   ・学校との連携の強化（コーディネート役を学校へシフト） 

   ・協賛企業・協力機関の確保 

2.『高井田モノづくり体験塾』への地域の関わり方を拡げる 
地域への体験塾の認知度は高まっているが、実質の協力者は20数社の企業や近隣高校が主になっている。 
今後、地域の多様な主体を巻き込み、モノづくりのまちとしてのシティプライド醸成の動きが課題である。 
・小学校・中学校からのモノづくり教育の普及 
・地域に息づくモノづくり文化を地元コミュニティと共に見直し、全国に向けた伝承・PR活動の展開 
・学校と連携した地元就職活動の支援 

・展望 

 長期的な目標としては、モノづくりのまちとしての自負の醸成、人材・技術の継承を掲げている。具体的には現在

検討中の地域ルールの合意形成、操業環境の保全と住環境の向上、地元学校の地元就職率の向上である。また、布施

工科高校など周辺教育機関との連携を強化し、モノづくり教育を充実させる。  

【オリエンテーション開催】 【達人の訪問】 【フォーラム開催】 【協議会サイト設立】 【作品集の作成】 

【朝日新聞協力で募集案内配布】 【オリエンテーション開催】 【達人の訪問】 【参加生徒交流会】 
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『新たな公』（地域づくりの担い手）大集合：活動報告会（近畿ブロック） 発表団体

京都市左京区

Kokoima Project

学校を中心にすえた地域活性化（子どもの
元気から広がるまちづくり事業）

和歌山県かつらぎ町

紀伊万葉ネットワーク
「文化伝統等地域資源を活用した持続可能な地
域の形成」-万葉の文化と風土に親しみ、ふるさと
おこしに活かす紀伊万葉顕彰事業-

奈良県宇陀市

特定非営利活動法人メディアネット宇陀

メディアを通じた中山間地域の出会い・交流
創出プロジェクト

兵庫県朝来市

奥銀谷地域自治協議会

地域住民、元住民、都市住民等の協働
による「奥銀谷お宝マップ」づくりと活性
化プログラムの作成

和歌山県那智勝浦町

色川百姓養成塾

むらを学ぶ「むらの教科書づくり」事業、
「わがらで地域づくり」プログラム

大阪府富田林市

富田林駅南地区まちづくり協議会

富田林寺内町かいわいの｢地域資源と人材｣
を活かした空家活用プロジェクト

大阪府東大阪市

高井田まちづくり協議会

モノづくりのまちシティプライド
醸成事業

福井県坂井市

特定非営利活動法人 三国湊魅力づくりＰＪ

三国湊 緑のリレープロジェクト

兵庫県上郡町

竹万あゆみ協議会、特定非営利活動法人
地域再生研究センター

「美しく安全な国土の管理・継承」にむけた、
地域事業者、地域住民、行政、ＮＰＯ等と
の連携・協働による『食と農、農地の再生』
事業及び賑わいと魅力と持続性ある『ふる
里の風景づくり活動』推進事業

兵庫県朝来市

特定非営利活動法人いくのライブ
ミュージアム

「鉱石の道」産業遺産エコ・パーク地域
マネジメントプロジェクト

滋賀県余呉町、米原市、湖北町、木之本町、
西浅井町

湖北移住交流支援研究会

滋賀県湖北地域移住・交流サポートシステ
ム構築事業

京都府宮津市

みやづ新浜まちづくり組合

丹後七姫小路による旧花街の
活性化事業

福井県勝山市

小原ＥＣＯプロジェクト

伝統的古民家再生と地域資源の活用を通じ
た新たなコミュニティの創出

奈良県吉野町

国栖の里観光協会

ものづくりの里レボリューション事業

兵庫県宍粟市、佐用町

西播磨生き生き街道活性化協議会

西播磨の自然を活かした集落活性化モ
デル事業

兵庫県佐用町

江川地域づくり協議会

ことおこし・人おこし・物おこしによる江
川の里づくり事業

滋賀県栗東市

栗東市街道ものがたり百年協議会

琵琶湖を望む「観音寺の里」 水仙街道プロ
ジェクトを通じた魅力・活力の創生

京都府長岡京市

西山森林整備推進協議会

多様な主体との連携による京都西山フォレ
スト事業

兵庫県篠山市

財団法人兵庫丹波の森協会、他

ふるさと原風景再生マネージメント事業

会場①
会場②
会場③
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